
※個別事業の概要は別紙のとおり

○生活支援
■物価高騰対応臨時給付金事業　（新規）※国の生活支援対策

　・すでに実施している住民税非課税世帯に対する給付に加え、新たに住民税均等割課税世帯

　・に対し、一世帯当たり10万円を給付

　・「こども加算」として、住民税非課税・均等割課税世帯に児童一人当たり5万円を給付

○事業者支援
■小規模事業者等経営サポート事業　（追加実施）

　・原油価格等の高騰が経営に大きく影響を与える業種を対象とした小規模事業者等に対する

　・支援

■保育所等物価高騰緊急支援事業　（新規）

　・物価高騰の影響を受けている保育所等に対する支援

■医療・介護・福祉物価高騰対策特別支援事業　（新規）

　・物価高騰の影響を受けている医療・介護・障がい福祉施設に対する支援

※個別事業の概要は別紙のとおり

■除排雪事業　（増額）

　・排雪経費が当初計画を上回ったことによる委託料の増額補正

※上記のほか、他の事業と合わせて一般会計は4億8,993万円の増額補正（予定）

 除排雪対策 （2月補正予定） 100,000千円

　機動的な除排雪体制の確保に要する経費の増額

100,000千円

30,000千円

8,090千円

25,100千円

令和６年第１回臨時会補正予算の概要について

　市では、国が決定した「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」を踏ま
え、市民の生活と地域経済を支えるための対策に取り組むとともに、物価高騰が地域社
会にもたらす影響を的確に捉えた上で、引き続き効果的かつ適時に必要な対応を進めま
す。
　また、昨年末の集中的な降雪に伴う道路の狭隘化に対応するための迅速な排雪作業に
より、今後必要となる予算に不足が生じることから、これを増額し、機動的な除排雪体
制の確保に努めます。

 原油価格・物価高騰対策 （2月補正予定） 360,940千円

　原油価格や物価の高騰により影響を受けている市民や事業者への支援など、さらな
る取組みが必要な分野について、効果的な施策を追加実施

297,750千円
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別紙

 ○生活支援

●　低所得者支援のイメージ

●　概　　要 ①住民税均等割課税世帯への給付

②低所得者の子育て世帯への給付（こども加算）

●スケジュール（予定）

令和6年2月 事前準備

確認書発送受付開始

令和6年3月 給付金支給開始

令和6年4月 勧奨通知発送

令和6年5月 受付終了

令和6年6月 給付終了

●　財　　源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国10/10）

令和６年第１回臨時会補正予算の概要について（個別事業概要）

297,750 千円　物価高騰対応臨時給付金事業 （新規） 補正額

  原油価格・物価高騰対策

物価高騰による負担増を踏まえ、以下のとおり給付金を給付
　①住民税均等割課税世帯に対して、1世帯当たり10万円を給付
　②住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割課税世帯の児童1人当たり5万円を給付

周知方法

支給対象

支給額

事業費

周知方法

事業費

支給額

支給対象

対象世帯に確認書を送付（プッシュ型）

給付金　200,000千円　事務費　5,000千円

1世帯　10万円　【見込み世帯数　2,000世帯】

住民税均等割課税世帯
（世帯が均等割課税の方のみ、もしくは非課税の方と均等割課税
の方のみで構成される世帯）

対象世帯に確認書を送付（プッシュ型）

給付金　90,000千円　事務費　2,750千円

1人あたり　5万円　【見込み人数1,800人】

住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割課税世帯の18歳以下の
児童（平成17年4月2日以降に生まれた児童）

こども加算　5万円/人　【今回補正】

住民税非課税世帯への給付 住民税均等割課税世帯への給付

第1弾　3万円/世帯　【給付済】
10万円/世帯　【今回補正】

第2弾　7万円/世帯　【給付中】
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別紙

 ○事業者支援

●　対象業種

　（事務費）

※道路貨物運送業及び道路旅客運送業は車両保有台数により金額を区分

●スケジュール（予定）

令和6年2月上旬頃 申請受付開始

令和6年2月下旬頃 給付開始

●　財　　源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国10/10）

●　概　　要

●スケジュール（予定）

令和6年2月中旬頃 申請受付開始

令和6年3月中旬頃 給付開始

●　財　　源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国10/10）

●　概　　要

　（事務費）

※その他：診療所、歯科、調剤薬局、訪問介護など

●スケジュール（予定）

令和6年2月上旬頃 申請受付開始

令和6年2月下旬頃 給付開始

●　財　　源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国10/10）

100千円

1,500千円

物価高騰の影響を受けている医療・介護・障がい福祉施設に対する支援

　医療・介護・福祉物価高騰対策特別支援事業 （新規） 補正額 30,000 千円

物価高騰の影響を受けている保育所等に対する支援

　保育所等物価高騰緊急支援事業 （新規） 補正額 8,090 千円

-

5,000円

単価

計

幼稚園

小規模保育

認定こども園

保育所

区分

8,090千円

　小規模事業者等経営サポート事業 （追加実施） 補正額

原油価格等の高騰が経営に大きく影響を与える業種を対象とした小規模事業者等に対する支援

25,100 千円

事業者数

30件

380千円

1,410千円

3,900千円

事業費

1,618人

480人

76人

282人

780人

定員数

2,400千円

3,000円

5,000円

5,000円

単価

計

その他

介護/障がい（通所）

介護/障がい（入所）

病院・有床診療所

区分

20万円

20万円

100万円

50万円

20万円

単価

計

浴場業

クリーニング業

道路貨物運送業及び
道路旅客運送業

区分

600千円

1,400千円

3,000千円

14,000千円

6,000千円

事業費

71件

3件

7件

3件

28件

25,000千円-

28,500千円

5,375千円

6,105千円

12,100千円

4,920千円

事業費

-

215施設

2,035人

2,420人

984床

定員等

-

25,000円
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別紙

●　降雪状況

累積降雪量　435㎝（平年値 434㎝）   累積降雪量　667㎝（平年値 666㎝）

積雪深　　　 92㎝（平年値  84㎝）

（単位：千円）

●　概　　要

　（参考） 【除排雪事業】

【災害等応急対策事業】

【除排雪事業】

●　財　　源 一般財源（特別交付税 50,000千円　財政調整基金繰入金 50,000千円）

  除排雪対策

　除排雪事業 （増額） 補正額 100,000 千円

排雪経費が当初計画を上回ったことによる委託料の増額

100,000

27,100

（72,171千円→99,271千円）

（当初85㎞→見込119㎞）

　　　　　　　　（2,700千円/㎞）

1,451,000

372,439

72,900

0

補正額

193,358

885,203

当初予算

排雪経費

除雪経費

項目

合計

今回補正額

災害応急

当初予算額

【1月25日現在】  【3月末見込】

災害応急対応分　 16㎞（～2/2）

小計　 　　　　　76㎞（～1/18）

直轄機動班対応分 16㎞

当初予算対応分　 60㎞

当初設計700㎝

内容

補正予算対応分　 27㎞（バス路線等）

うち運搬雪堆積場

1,594,200

100,000

43,200

1,451,000

合計

その他経費

4


